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１ 事業の取組結果紹介
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「産業DXのためのデジタルインフラ整備事業」 各事業の目標①～③
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研究開発項目①：3次元空間情報基盤に関する研究開発（委託事業）

実空間における位置情報を統一的な基準で表現するための共通の技術仕様（3次元空間をグリッド状に分割しアドレスを付与
した3次元空間ID（以下「空間ID」という。））を策定する。また、空間IDを通じて利用者が活用しやすい形であらゆる空間情
報を簡単に取得できる仕組み（3次元空間情報基盤）の実証及びその有効性の検証を行う。

研究開発項目②：受発注・請求・決済の各システムの情報連携を可能とする次世代取引基盤の構築（委託事業）

即時・多頻度の契約とそれを支える決済をワンストップ化するために、受発注・請求・決済の各取引に必要なデータ連携アーキテ
クチャデータの策定、データの標準化などの情報連携のルールや機能を整備し、本ルールや機能を踏まえた次世代取引基盤の構
築を行う。また、本次世代取引基盤の実証のため、次世代取引基盤を活用した周辺システムの開発や改修を行い、そのシステ
ムと連携させるためのインターフェース標準、データ利活用ガバナンス等を整理し、本次世代取引基盤を用いて商習慣やEDIの利
用状況が異なる複数の企業間取引が可能であることを実証する。

研究開発項目③：複雑なシステム連携時に安全性及び信頼性を確保する仕組みに関する研究開発（委託事業）

AIを含む異なるシステムが複雑に相互接続して短期間で更新されるシステム全体の安全性及び信頼性を確保する仕組みとして
必要な機能設計を完了する。また、ドローン等の自律移動モビリティによる事故が発生した場合に、システム間の相互作用も含め
て事後的に検証可能であることや事故の抑制が可能であることについて、実証及びその有効性の検証を行う。

産業DXのためのデジタルインフラ整備事業 <https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100218.html>  基本計画より



「産業DXのためのデジタルインフラ整備事業」 各事業の目標④～⑤
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研究開発項目④：サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発（委託事業）

サプライチェーンマネジメントに係るデジタル基盤について、企業・業種横断的な基盤となるよう拡張性に留意しながら、喫緊のニー
ズの高い自動車（車載用蓄電池）に対する適用を念頭に具体化する。具体的には、事業者・事業所・商材の識別子や関連
データのデータモデルの標準化、そうしたデータを連携するためのインターフェース／検索機能の開発、データを共有する範囲・粒度
に関するルール整備、データトラスト・データガバナンスに係る検討及びそれらの有効性検証を行う。なお、構築するデジタル基盤は、
汎用的で広く活用されうるものとして構築し、製品品質の確保や向上、不具合発生時の対応負荷軽減等に加え、環境対策等
の新たな社会的要請に対応できるよう、特定分野の工業製品に限らずバリューチェーン全体で製品・サービスのトレーサビリティを
管理するような取組を目指す。

研究開発項目⑤：人・ロボット・システムを有機的に結合するスマートビル基盤に関する研究開発（助成事業）

スマートビルに係るデジタル基盤について、業界横断で多数のシステムが繋がるシステム全体のアーキテクチャを設計しながら、デー
タモデルの標準化や、そうしたデータを連携するためのインターフェース／検索機能の開発、そして、データを共有する範囲・粒度に
関するルール整備、データトラスト・データガバナンスに係る検討及びそれらの有効性検証を行う。なお、構築するデジタル基盤は、
汎用的で広く活用されうるものとして構築し、街中に点在しているビルが都市リソース（ヒト・モノ・エネルギー・情報等）を流通させ
るバランサーとなり、データ活用により地域全体を調整・最適化するような取組となることを目指す。

産業DXのためのデジタルインフラ整備事業 <https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100218.html>  基本計画より



「産業DXのためのデジタルインフラ整備事業」 各事業の目標⑥～
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研究開発項目⑥：デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発（委託事業、助成事業）

研究開発項目①の成果を一部取り込みながら、人口減少が進む中でも生活必需サービスを維持し、国民生活を支えることを目
的としたデジタル時代の社会インフラである「デジタルライフライン」の全国整備に資する基盤の構築を行う。具体的には、次の3点。

⑥-1. ドローン航路

⑥-2. インフラ管理DX

⑥-3. 自動運転サービス支援道

研究開発項目（後継プロジェクト調査）：複雑かつ機微な情報を扱うデータ連携システムに関する調査（委託事業）

より複雑かつ機微情報の慎重な取扱が求められるデータ連携に必要な要素を検討し、「ウラノス・エコシステム」の高度化に向けて
今後優先的に実施すべき技術開発内容及び技術開発がもたらす効果等の整理を行う。

研究開発項目（NEDO講座）：ＮＥＤＯプロジェクトを核とした人材育成、産学連携等 の総合的展開（委託事業）

空間ID・3次元空間情報基盤を実践的に扱う講座を実施し、様々なユースケースの検討等を行い、それらを実践的に活用できる
技術者の養成に繋げることを目的とする。

産業DXのためのデジタルインフラ整備事業 <https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100218.html>  基本計画より



「産業DXのためのデジタルインフラ整備事業」 成果サマリ
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研究開発項目 主な成果、今後の取組

①3次元空間情報基盤に
関する研究開発

空間ID（３次元空間をグリッド状に分割しアドレスを付与した３次元空間ID）を通じた「３次元空間ID基盤」の構
築にむけて、ユースケース（ドローン（送電線設備点検、橋梁点検、物資輸送）、スマートシティ（屋内外の人やモ
ノとの位置情報の連携によるシステムの効率化）、建築現場のロボット等）にて有効性の検証を行いました。
DADC様サイトにて当事業成果を含めた空間ID利用ガイドラインを更新いただきます。また、NEDO講座として空間
ID・3次元空間情報基盤を実践的に扱う講座を実施し、様々なユースケースの検討等を行い、それらを実践的に活
用できる技術者の養成を図ります。

②受発注・請求・決済の各
システムの情報連携を可能
とする次世代取引基盤の
構築(FY23終了事業)

大企業の利用する業種別EDIと中小企業共通EDIの間での商取引を実現するための、各EDI間での項目の変換や
読み替え手法を整理し、開発したEDI間変換ゲートウェイを介して電子商取引として利用可能であることの検証に成
功いたしました。また、ソフトウェア商取引のログを収集・解析しBOMとすることにより、ソフトウェアの保守性が向上でき
ることを実証いたしました。
事業化に向けた取り組みを継続いただいております。

③複雑なシステム連携時に
安全性及び信頼性を確保
する仕組みに関する研究開
発

大学キャンパス全体をリビングラボとし自律移動ロボットやドローンの運用データを収集・管理・共有するデジタルインフラ
を開発し実証を通しその有効性を示しました。また更なる複雑化が予想されるSoSにおいて、複数のロボットや異なる
管制システムのシミュレータを連成させた横断型のシステム連成シミュレーション技術を開発し、事故シナリオ解析等に
活用することでSoS構築における省力化が可能になることを実証しました。そして、アジャイル・ガバナンス実現のための
行政組織の設置や社会受容性の醸成の仕組みの構築について、立命館版および汎用版のガイドラインとして公開し、
SoSの社会実装とユースケース拡大を目指していきます。



「産業DXのためのデジタルインフラ整備事業」 成果サマリ
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研究開発項目 主な成果、今後の取組

④サプライチェーンマネジメン
ト基盤に関する研究開発

IPAとCatena-X Automotive Network e.V.の間で締結された「自動車業界向けデータ共有における相互運用
の検証（PoC）に関する覚書」に基づき、欧州Catena-Xと日本ウラノス・エコシステムの両データスペース間において、
双方に運用可能な形で、双方向のデータやりとりを含めた接続実証に成功し、2025年3月に発表しました。また、同
じく2025年3月には本事業成果を含めた「ウラノス・エコシステム」による自動車および蓄電池サプライチェーン企業間
でのデータ連携サービスの事業開始や実績を評価いただき、第54回 日本産業技術大賞の最高位「内閣総理大臣
賞」を受賞しました。成果の一部は事業者様にて既に事業化されております。ファーストユースケースとした車載用蓄電
池の製品化までに排出される炭素量の集計では、サプライチェーンに関わる企業各社からの報告を順につなぎあわせる
ことにより効率的に集計できるプラットフォームを構築しており、欧州規制を踏まえ日本から欧州への輸出の際に求めら
れる報告に活用してまいります。
今後は、今期ウラノス・エコシステムの実現のためのデータ連携システム構築・実証事業として、海外プラットフォーム等と
の相互接続およびトラスト確保の在り方等の検討や、ユースケースの拡大を目指します。

⑤人・ロボット・システムを有
機的に結合するスマートビル
基盤に関する研究開発

スマートビルOSの社会実装に向けて、大規模、中小規模のビルにおいてビルOSを介した空調、エレベータ・ロボット
（配送ロボット・掃除ロボット・警備ロボット）の制御や人流を考慮した制御の効果と有用性の検証に成功しました。
本成果は、各事業者を通じて事業化に結び付けていく予定です。（新虎安田ビルでは2025年3月より実運用が開
始されました。）また、新たに設立されました「スマートビルディング共創機構」を通した活動のなかで、スマートビルの普
及促進に努められます。



「産業DXのためのデジタルインフラ整備事業」 成果サマリ
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研究開発項目 主な成果、今後の取組

⑥デジタルライフラインの先
行実装に資する基盤に関す
る研究開発
⑥-1. ドローン航路
⑥-2. インフラ管理DX
⑥-3. 自動運転サービス支
援道

ドローン航路では、ドローン航路の環境整備（ドローン航路の運用方法の策定、データ連携の仕様策定、ドローン航
路利用にむけたガイドラインの策定）とともに、ドローン航路の安全な運用に必要な安全管理および情報配信を統合
的に行うための運行管理システムを開発し、実証を行いました。世界初となる「ドローン航路」を2025年3月25日から
静岡県浜松市と埼玉県秩父エリアで開通し、社会実装されました。今後、河川巡視や物資輸送、送電線点検等に
活用されていく予定です。
インフラ管理DXでは、インフラ管理事業者が、各社の機微情報を統制下におきながら共通のデータ形式で情報を公
開するためのデータ整備ツールを開発し、各社の公開データを元に相互に占有状況を照会可能にするインフラ管理DX
システムを開発しました。今後、データ提供企業や対象エリアを拡大し、相互照会による利便性をさらに向上してまいり
ます。
自動運転サービス支援道では、自動運転の普及を後押しするための情報配信の仕組みを開発し、有効性を確認い
たしました。共同輸配送では複数の輸送事業者と、複数の荷主の間でマッチングを取る仕組みを開発し、配送率の向
上について実際の配送データを元に効果測定を行いました。
昨年度事業成果をふまえ、今期デジタルライフライン整備加速事業として、デジタルライフラインの先行実装に関する
データ連携システムの研究開発を継続してまいります。

（後継プロジェクト調査）
複雑かつ機微な情報を扱う
データ連携システムに関する
調査

より複雑かつ機微情報の慎重な取扱が求められるデータ連携に必要な要素を検討し、「ウラノス・エコシステム」の高度
化に向けて今後優先的に実施すべき技術開発内容及び技術開発がもたらす効果等の整理を行い、内容を今年度
ウラノス・エコシステムの実現のためのデータ連携システム構築・実証事業へ反映いたしました。



「産業DXのためのデジタルインフラ整備事業」 各事業の成果報告書
およびIPA DADC様 各種ガイドライン、報告書・調査資料等

9

キーワード：産業DXのためのデジタルインフラ整備事業

プロジェクト番号：P22006

にて検索ください。

※こちらのデータベースでの公開は2025年夏以降を予定しております。

・事業者様よりご提出いただいた成果報告書はNEDOサイト「成果報告書データベース」にて公開予定。ぜひご参照ください。

入り口はこちら 成果報告書データベース <https://www.nedo.go.jp/seika_hyoka/database_index.html>

・各種ガイドライン、報告書・調査資料等は IPA DADC様のサイトでも公開。ぜひご参照ください。

ガイドライン <https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/guidelines/index.html>

報告書・調査資料 <https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/reports/index.html>  



「産業DXのためのデジタルインフラ整備事業」 公開OSSについて
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事業にて開発した協調領域の各種プログラムや関連ドキュメントを公開。ぜひご参照ください。

①3次元空間情報基盤に関する研究開発

Ouranos GEX <https://github.com/ouranos-gex>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) 4次元時空間情報基盤 関連リポジトリ

④サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発

Ouranos-Ecosystem-IDI <https://github.com/ouranos-ecosystem-idi>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) サプライチェーンデータ連携基盤 関連リポジトリ

⑥デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発

ODS-IS-CAVC <https://github.com/ODS-IS-CAVC>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) 自動運転支援道データ連携基盤 関連リポジトリ

ODS-IS-UASL <https://github.com/ODS-IS-UASL>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) ドローン航路システム 関連リポジトリ

ODS-IS-IMDX <https://github.com/ODS-IS-IMDX>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) インフラ管理DXデータ連携基盤 関連リポジトリ

⑥デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発

ODS-DFS-L1 <https://github.com/ODS-DFS-L1>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) データスペーシズ DFS L1 関連リポジトリ

ODS-DFS-L2 <https://github.com/ODS-DFS-L2>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) データスペーシズ DFS L2 関連リポジトリ

ODS-DFS-L3 <https://github.com/ODS-DFS-L3>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) データスペーシズ DFS L3 関連リポジトリ

ODS-DFS-L4 <https://github.com/ODS-DFS-L4>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) データスペーシズ DFS L4 関連リポジトリ

ODS-DFS-CF <https://github.com/ODS-DFS-CF>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) データスペーシズ DFS 共通機能関連リポジトリ

ODS-DCS <https://github.com/ODS-DCS>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) データスペーシズ DCS 関連リポジトリ

※各リポジトリの名称についてはDADC様サイトで公開されているウラノス・エコシステム・データスペーシズ リファレンスアーキテクチャモデル(ODS-RAM)をあわせてご参照ください。

https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/reports/ouranos-ecosystem-dataspaces-ram-white-paper.html

https://github.com/ouranos-gex
https://github.com/ouranos-ecosystem-idi
https://github.com/ODS-IS-CAVC
https://github.com/ODS-IS-UASL
https://github.com/ODS-IS-IMDX
https://github.com/ODS-DFS-L1
https://github.com/ODS-DFS-L2
https://github.com/ODS-DFS-L3
https://github.com/ODS-DFS-L4
https://github.com/ODS-DFS-CF
https://github.com/ODS-DCS


NEDO プロジェクトマネージャー
半導体・情報インフラ部 栗原廣昭

株式会社日立製作所

研究開発項目① 3次元空間情報基盤に関する研究開発 （2022～2024年度）

損害保険ジャパン株式会社

３次元空間情報基盤活用による自律移動ロボット普及に向けた実証実験

株式会社トラジェクトリー

株式会社竹中工務店

宇宙サービスイノベーションラボ事業協同組合

株式会社ゼンリン

LocationMind株式会社

Intelligent Style株式会社

スウィフト・エックスアイ株式会社

PwCコンサルティング合同会社

スマートシティに向けた空間ID/３次元空間情報基盤の研究・開発

効率的なボクセル化を通じた空間情報管理手法及びドローン等自律型移動モビリティにおけるボクセルの利活用に係る研究開発

情報容量が可変するセマンティックデータ連携空間IDからなる３次元空間情報基盤構築と基盤を通じた二拠点でのドローン自律移動の安全・効率的な運行の実現

空間IDを活用した３次元空間情報基盤に関する調査

委託

株式会社Geolonia

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

国立大学法人東京大学

株式会社Geolonia

再委託

再委託

産業DXのためのデジタルインフラ整備事業 <https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100218.html>  実施方針より



NEDO プロジェクトマネージャー
半導体・情報インフラ部 坂間則幸

株式会社ネクスティエレクトロニクス

研究開発項目② 受発注・請求・決済の各システムの情報連携を可能とする次世代取引基盤の構築
 （2022～2023年度）

仮想的な次世代取引基盤における総合的なシステムの開発と有効性の実証

EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社

次世代取引基盤の構築並びに取引データの商流ファイナンスへの利活用

委託

産業DXのためのデジタルインフラ整備事業 <https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100218.html>  実施方針より



NEDO プロジェクトマネージャー
半導体・情報インフラ部 栗原廣昭

学校法人立命館

研究開発項目③ 複雑なシステム連携時に安全性及び信頼性を確保する仕組みに関する研究開発
（2022～2024年度）

SoS時代のシステムの安全性・信頼性とイノベーションの両立に向けたデジタルインフラ整備及びガバナンスのあり方に係わる研究開発

委託

ソフトバンク株式会社

株式会社ネクスティエレクトロニクス
再委託

産業DXのためのデジタルインフラ整備事業 <https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100218.html>  実施方針より



NEDO プロジェクトマネージャー
半導体・情報インフラ部 坂間則幸

株式会社NTTデータグループ

研究開発項目④ サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発 （2023～2024年度）

データ連携基盤の構築と業界横断的なデータ流通の実用性検証並びに国際連携に関する研究開発

委託

産業DXのためのデジタルインフラ整備事業 <https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100218.html>  実施方針より



NEDO プロジェクトマネージャー
半導体・情報インフラ部 栗原廣昭

清水建設株式会社

scheme verge株式会社

人の行動履歴等、人流データ活用によるスマートビルを中心としたにぎわい創出および地域の活動意欲活性化検証事業

株式会社アンドパッド

ビルOSによるビル内サービスロボットの有効活用と外部システム連携の実証

既築中小規模ビル向けビルOSに関する研究開発プロジェクト

協調領域の開放により多様なサービスを創出可能なスマートビルOSの開発

助成

Solid Surface株式会社

アジアクエスト株式会社

株式会社アクシス 

委託

研究開発項目⑤ 人・ロボット・システムを有機的に結合するスマートビル基盤に関する研究開発
（2023～2024年度）

鹿島建設株式会社

ダイキン工業株式会社

株式会社竹中工務店委託

公立大学法人大阪

株式会社竹中工務店

ソフトバンク株式会社
委託

学校法人立命館

新サービス創出に向けたデータ連携基盤

産業DXのためのデジタルインフラ整備事業 <https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100218.html>  実施方針より



NEDO プロジェクトマネージャー
半導体・情報インフラ部 栗原廣昭

日本電気株式会社

ドローン航路：ドローンサービス等に係る開発・実証（委託）

助成

委託

ＫＤＤＩスマートドローン株式会社

Ｉｎｔｅｎｔ Ｅｘｃｈａｎｇｅ株式会社

宇宙サービスイノベーションラボ事業協同組合

日本電気株式会社

ドローン航路：ドローンサービス等に係る開発・実証（助成）

ＫＤＤＩスマートドローン株式会社

Ｉｎｔｅｎｔ Ｅｘｃｈａｎｇｅ株式会社

グリッドスカイウェイ有限責任事業組合

ドローン航路：ドローン運航管理等に係る開発・実証（委託）

助成

委託

株式会社トラジェクトリー

国立大学法人東京大学

株式会社トラジェクトリー

ドローン航路：ドローン運航管理等に係る開発・実証（助成）

株式会社フジヤマ

ブルーイノベーション株式会社

東京海上日動火災保険株式会社

株式会社Ｇｅｏｌｏｎｉａ

再委託

株式会社日立製作所

株式会社ＮＴＴデータ再委託

産業DXのためのデジタルインフラ整備事業 <https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100218.html>  実施方針より

研究開発項目⑥-1 デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発  （2024年度）
ドローン航路



NEDO プロジェクトマネージャー
半導体・情報インフラ部 栗原廣昭

株式会社ＮＴＴデータ

インフラ管理ＤＸ：デジタルライフラインにおける地下インフラ情報の流通（委託）

助成

委託

インフラ管理ＤＸ：デジタルライフラインにおける地下インフラ情報の流通（助成）

東京電力パワーグリッド株式会社

東京ガスネットワーク株式会社

ソフトバンク株式会社

株式会社ＮＴＴデータ

エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社

株式会社ＥＡＲＴＨＢＲＡＩＮ

エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社

東日本電信電話株式会社

産業DXのためのデジタルインフラ整備事業 <https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100218.html>  実施方針より

研究開発項目⑥-2 デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発  （2024年度）
インフラ管理ＤＸ



NEDO プロジェクトマネージャー
半導体・情報インフラ部 坂間則幸

株式会社ティアフォー

自動運転支援道：路側カメラ、ＬｉＤＡＲ等データ連携システムの開発（委託）
委託

ダイナミックマッププラットフォーム株式会社

ＢＩＰＲＯＧＹ株式会社

ＮＥＸＴ Ｌｏｇｉｓｔｉｃｓ Ｊａｐａｎ株式会社

ヤマト運輸株式会社

助成

ダイナミックマッププラットフォーム株式会社

自動運転支援道：自動運転運行に係るデータ連携システムおよび高速道路におけるユースケースの開発・実証（助成）

スマートモビリティインフラ技術研究組合

再委託

株式会社ＮＴＴデータ

学校法人幾徳学園 神奈川工科大学

Ｉｎｔｅｎｔ Ｅｘｃｈａｎｇｅ株式会社

自動運転支援道：自動運転運行に係るデータ連携システムおよび高速道路におけるユースケースの開発・実証（委託）
委託

再委託

再委託

再委託

産業DXのためのデジタルインフラ整備事業 <https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100218.html>  実施方針より

研究開発項目⑥-3 デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発  （2024年度）
自動運転サービス支援道



NEDO 半導体・情報インフラ部

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所

複雑かつ機微な情報を扱うデータ連携システムに関する調査（委託）
委託

（後継プロジェクト調査）複雑かつ機微な情報を扱うデータ連携システムに関する調査  （2024年度）



NEDO 半導体・情報インフラ部

宇宙サービスイノベーションラボ事業協同組合

空間ID・3次元空間情報基盤の活用人材育成に係る特別講座
委託

（NEDO講座）NEDOプロジェクトを核とした人材育成、産学連携等 の総合的展開  
（2024～2025年度）

学校法人法政大学

学校法人大阪経済大学



２ ウラノス・エコシステムの実現のためのデータ連携システム構築・実証事業
事業紹介

21



Ouranos Ecosystem（ウラノス・エコシステム）について

222024年1月 第19回 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会 資料3デジタル社会の実現に向けて（https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/019_03_00.pdf）

我が国では国としての全体最適を目指し、官民協調による、企業や業界、国境を越えたデータ連携を実現するための取組の
総称を“Ouranos Ecosystem（ウラノス・エコシステム）”と命名。我が国が目指す最適なデータプラットフォーム構築を推進。

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/019_03_00.pdf


政策・施策における位置づけ

23

デジタル化の急速な進展に伴い、データの活用は社会課題の解決や企業の付加価値創造に不可欠な要素となって
いる。国際的にも信頼を確保しながらデータが自由に流通できる環境を整備していくことが重要とされており、日本は
2019年にDFFT（Data Free Flow with Trust）というコンセプトを提唱し、WTOにおける電子商取引ルールの
交渉を始めとして関連の取組を進めてきた。

Data Free Flow with Trust 

▲2019年1月
世界経済フォーラム年次総会→G20大阪サミット
国境を越えたデータの自由な流通の確保を目指す

ウラノス・エコシステム

▲2023年4月
G7群馬高崎サミット
ウラノス・エコシステムの立ち上げを宣言



欧州におけるプラットフォーム構築の動き

24

・2017年 国際的にデータスペースを推進する組織IDSAが設立。

・2019年10月 ドイツ・フランス両政府は、欧州独自のデータインフラ構築に向けたプロジェクトとして

GAIA-X構想を発表。

・2021年  1月  独仏の企業や研究機関によってGAIA-Xが設立。

・2021年  5月  BMWやSAP等によってCatena-X協会が設立。

Catena-Xは、GAIA-Xのうち、自動車向け データエコシステムに係るプロジェクト。

・欧州政府による巨額の支援（約１億ユーロ＝約172億円）を受けながら、2023年５月に本格稼働。
Catena-Xの主な参画企業・団体



ウラノス・エコシステムの実現のためのデータ連携システム構築・実証事業
概要

25ウラノス・エコシステムの実現のためのデータ連携システム構築・実証事業 < https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100322.html >

⚫サプライチェーンのトレーサビリティ確保など、複数のステークホルダーが相互に連携して、システムの
運用を行う分野が増えている中で、生成AI やデータセキュリティの観点等、データ連携システムが
扱うデータそのものの機微性や、当該システムの安全性・信頼性・相互運用性の担保が重要にな
りつつある。

⚫本事業では、企業や業界、国境を越えたデータ連携を実現するための取組の総称を示す「ウラノ
ス・エコシステム」の実現に向けて、データやシステムの信頼性を高めることを目的とし、システム面
からのデータ保護対策やトラスト確保の在り方等を検討し、その実現に向けた技術開発や検証等
を行うとともに、産業界におけるニーズが高まっている領域においてデータ連携システムの開発や実
証を実施。



ウラノス・エコシステムの実現のためのデータ連携システム構築・実証事業
各事業の内容

26

［期間］ 2025～2027年度 ［総予算］16.5億円

区分 研究開発項目①分野共通機能強化に係る研究開発 事業名 事業期間

A ウラノス・エコシステムに資するデータスペース基盤整備・普及促進事業（委託） 2025年度～2026年度

区分 研究開発項目②分野別システムの開発、評価・検証 事業名 事業期間

B
蓄電池トレーサビリティ分野のカーボンフットプリント情報の流通促進のための高度化事業
（助成）

2025年度～2026年度

C 化学物質情報の流通に係るシステム開発事業（助成・委託） -

C-1 化学物質情報のトレーサビリティ管理システムの開発（助成） 2025年度～2027年度

C-2 化学物質情報のトレーサビリティ管理システムのアプリケーション実証（助成） 2025年度～2027年度

C-3
資源循環の静脈系における化学物質情報等のトレーサビリティ管理のあり方に関
する調査・研究（委託）

2026年2月末迄

D
データスペースの構築及び普及・拡大に係る調査及びプロジェクトマネジメントオフィス業務
（委託）

2025年度～2026年度



ウラノス事業の目的・将来像（実現を目指すユースケース拡大のイメージ）

27経済産業省 ウラノス・エコシステムの概要<https://www.meti.go.jp/shingikai/external_economy/digital_trade_platform/pdf/004_06_00.pdf>  

・・・ 産業DX/SCM事業等で開発

・・・ 本事業における開発対象領域

• 関連事業（産業DX事業）で構築した蓄電池トレーサビリティを先行ユースケースとしつつ、経済活動に必要なあらゆる
データ連携、サービス連携、ビジネス連携を可能とするためのデジタル基盤の構築と協調領域を担うPF事業体のインキュ
ベーションを目指す。

• 本事業を通してさらに複雑かつ機微性の遵守が求められるデータ連携を可能とすることで、データの利活用を促進し、デ
ジタルデータの価値最大化、新たな価値創出を目指すことにより、例えば、カーボンニュートラルや経済安全保障、廃棄ロ
ス削減等の社会課題解決の実現も期待できる。



今後の予定

28

2025年 2026年

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

関連イベント

契約・交付
本事業の予定

採択審査 採択通知 事業実施

CEATEC大阪万博

キックオフ会議＆経理事務処理説明会 中間報告

デジタル全総事業（デジタルライフライン整備事業等）との連携（予定）

技術推進委員会

委託事業開始
助成事業開始

A～Dの実施者が
相互に連携しつつ、

事業実施

契約延長、
変更交付決定



【参考】ウラノス・エコシステム ホワイトペーパー

29ODS-RAMホワイトペーパーの概略（https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/Individual-link/h5f8pg0000003h0y-att/overview-of-ods-ram_white-paper.pdf）

• ウラノス・エコシステム・データスペーシズ リファレンスアーキテクチャモデル(ODS-RAM)が公開。
• 今後、本事業も通じてアップデート予定。

https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/Individual-link/h5f8pg0000003h0y-att/overview-of-ods-ram_white-paper.pdf


• Ouranos Ecosystem（ウラノス・エコシステム）

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/ouranos.html

• ウラノス・エコシステム・データスペーシズ リファレンスアーキテクチャモデル ホワイトペーパー

https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/reports/ouranos-ecosystem-dataspaces-ram-white-paper.html

• ウラノス・エコシステムの拡大及び相互運用性確保のためのトラスト研究会

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/ouranos_trust.html

• プラットフォームの仕様の標準化に関する調査報告書 v1.1
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/circularEconomy_blockchain_guideline.pdf

• ブロックチェーン技術ガイドライン v1.1 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/ouranos/cmp_sekkei.pdf

参考資料

30



３ デジタルライフライン整備加速
事業紹介

31



「デジタルライフライン」 とは

32

⚫ デジタルライフライン： 現実世界のデジタル化によって人手に頼らなくても必要なサービスが必要な場所・タイミングに行き渡る仕組み。
平時・有事の区別なく持続可能な整備を望まれる。

⚫ デジタルライフライン全国総合整備計画(デジタル全総)： 人口減少が進むなかでもデジタルライフラインによる恩恵を全国津々浦々に
行き渡らせるため、国は官民による約10ヵ年の計画を策定。 (2024年6月18日 第7回デジタル行財政改革会議決定)

（出所：経済産業省HP https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/lifeline_portal/index.html をNEDO加工 ）

こうしたくらしができるのは、デジタルライフラインによって、さまざまなサービスのデータが連携しているからです。
デジタルの恩恵で、楽しく快適なくらしが広がっていきます。

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/lifeline_portal/index.html


デジタル全総／アーリーハーベストプロジェクト

33

⚫ アーリーハーベストプロジェクト： デジタル全総が目指すデジタルインフラの社会実装を早期に具体化、実感し得るデジタルの恩恵を
いち早く提供する位置づけのプロジェクト。
加えて、デジタル技術が実装されて開発が促進されること、持続的なサービス提供が行われること も目指す。

⚫ 対象領域： 準公共分野の一部であるドローン航路、 自動運転サービス支援道、インフラ管理DX、奥能登版デジタルライフライン。

⚫ 基盤システムの構築・実証：NEDOプロジェクトとして実施。
・ 2024年度プロジェクト … 「産業DXのためのﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾝﾌﾗ整備事業／ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾗｲﾌﾗｲﾝの先行実装に資する基盤に関する研究開発」
・ 2025年度プロジェクト … 「デジタルライフライン整備事業」

（出所：経済産業省「第12回 半導体・デジタル産業戦略検討会議」資料3 https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/joho/conference/semicon_digital/0012/handeji3.pdf にNEDO加筆 ）

《2024年度の取組み先行地域》 《2024年度の取組み先行地域》 《2024年度の取組み先行地域》 《2025年度開始》

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/joho/conference/semicon_digital/0012/handeji3.pdf
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⚫ アウトプット目標：「アーリーハーベストプロジェクト」を社会実装するために必要なシステムについて、DADCと密に連携しながら、データ
連携システムの開発・拡張を行い、ドローン航路は全国の一級河川上空100km等にて、自動運転サービス支援道は
東北自動車道の一部区間等にて、インフラ管理DXについては全国の主要都市10箇所にて、奥能登版デジタルライフ
ラインは奥能登地域にて、2026年度までに実装を開始するための道筋を示す。

事
業
内
容

研究開発項目①：
デジタルライフラインの先行実装に関するデータ連携システムの研究開発

研究開発項目②：
デジタルライフラインの先行実装に関するウラノス・エコシステム技術モジュールの研究開発

➢ デジタルアーキテクチャ・デザインセンター（DADC）のアーキテクチャ設計等に沿って、人
口減少が進む中でも生活必需サービスを維持し、国民生活を支えることを目的としたデジ
タル時代の社会インフラである「デジタルライフライン」の全国整備に資する基盤の構築・機
能拡充を行う。

➢具体的には、

研究開発項目①-1. ドローン航路

研究開発項目①-2. インフラ管理DX

研究開発項目①-3. 自動運転サービス支援道

研究開発項目①-4. 奥能登版デジタルライフライン

という4つの先行実装領域について、デジタルによる恩恵を受けるエリアの拡大を意図し、
特に、「デジタルライフライン全国総合整備計画／アーリーハーベストプロジェクト」の一環と
して、「産業DXのためのデジタルインフラ整備事業／研究開発項目⑥デジタルライフライン
の先行実装に資する基盤に関する研究開発」において2024年度に開発・実証に取り
組んだ結果を全国展開に繋げるため、必要なデータ連携システムの構築・機能拡充を
行う。 【委託】

➢更に、デジタルインフラ実装へのステージ移行の加速を推進するためにシステム実証及びそ
の有効性検証も行う。 【助成(大企業1/3・大企業以外1/2)】

➢ デジタルアーキテクチャ・デザインセンター（DADC）は、複数のシステムを連携させ、企
業・業界を横断したデータの利活用により、データ・システム・ビジネス連携を行う官民協調
の取組である「ウラノス・エコシステム」を推進している。

➢ デジタルライフラインにおけるアーリーハーベストプロジェクトの実装領域においても、ウラ
ノス・エコシステムの適用事例の一つとして、データ・システム・ビジネス連携を推進し、その
領域に対して必要なウラノス・エコシステムの技術モジュール開発を行う。

（出所：経済産業省HP https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/ouranos.html ）

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/ouranos.html
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Copyright ©  2024 DADC

避難所外避難者が利用する共助拠点と行政をつなぐ仕組みを構築し、フェーズフリーで活用することで、災害時の避難者情報
収集における行政コスト・頻度・量・速度を改善し、被災者支援の実現に貢献する。

ASIS

アウトリーチ

自宅・自主避難所

アプリ等によ
る避難者から
の情報発信

データベース

TOBE

自治体

情報の量・頻度・速度及び
行政コスト面で課題

情報が集まらない

適切な支援が
実施できない

アウトリーチ

自宅・自主避難所

アプリ等によ
る避難者から
の情報発信

自治体

適切な支援を
提供

様々な共助拠点の
チェックイン情報※を共有

• 避難者情報が十分に集まらず、適切な行政支援が困難
• 避難所外避難者等が利用する民間施設と被災者DBをつなぐ仕
組みを構築することで、情報収集における行政コスト・頻度・量・速
度を改善

民間施設
（支援施設、コンビニ、郵便局、移動販売

車・・・）

支援を受ける
商品/サービスを購入

民間施設
（支援施設、コンビニ、郵便局、移動販売

車・・・）

支援を受ける・
商品/サービスを購入
する際にチェックイン

※避難者情報（基本４情報[氏名・住所・生年月日・性別]もしくは
 何らかのID等）、施設情報（ID、名称、位置等）、タイムスタンプ等
 を想定

データベース



公募予告ページのご紹介 (https://www.nedo.go.jp/koubo/IT1_100352.html)
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https://www.nedo.go.jp/nedomail/index.html

https://www.nedo.go.jp/koubo/IT1_100352.html
https://www.nedo.go.jp/nedomail/index.html


37

イベント報告・資料ページのご紹介 (https://www.nedo.go.jp/events/index.html#block2)

本日の発表資料については明日以降、4月下
旬に掲載予定です
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A1 「奥能登版デジタルライフライン」テーマについて
理解を深めていただくために（背景資料）

39

A1-1．能登半島地震の状況と課題
A1-2．奥能登版デジタルライフライン社会実装想定シナリオ
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A1-1．能登半島地震の状況と課題
A1-2．奥能登版デジタルライフライン社会実装想定シナリオ



A1-1．能登半島地震の状況と課題

 (1) 能登半島地震の状況

41

指定避難所外避難者が多数発生し、避難者全体の把握が困難であったため、対応策として広域被災者データベースを構築、
各自治体の情報を集約し、適切な支援提供を目指したが、情報の収集・更新に課題。

出典：石川県資料



A1-1．能登半島地震の状況と課題

 (2) 広域被災者データベース・システムについて

42

広域被災者データベース・システムは、各者が収集した災害に係る情報を集約し基礎自治体に提供することで、被災者台帳の
作成を支援し、被災者への適切な支援提供につなげることを目的としたシステム。

出典：石川県資料



A1-1．能登半島地震の状況と課題

 (3) 広域被災者データベース・システムの課題

43

広域被災者データベース・システムについて、データ収集・集約・活用の各段階における課題の解決に向け現在対応を行ってい
るが、特にデータの収集にしては、検討の加速が必要と想定される。

収集

集約

活用

課題 TYPESでの対応取組概要

• 避難所外避難者の情報が
集まらない・更新されない

• 平時から活用可能な情報・
手段の検討

• 継続的に情報取得できる手
段の検討

• マスターデータ（住民情報）
の取り込み

• 避難所入居者情報取り込
み

• 避難所外避難者情報取り
込み

• 各者のデータフォーマットがば
らばらで名寄せできない/名
寄せに大きな負荷がかかる

• データモデルの策定
• 共通IDの策定

• 各者から収集したデータを名
寄せしてID付与

• 市町の業務フローに被災者
DB活用が位置づけられてお
らず使われない

• 使えるデータがない
• 個人情報保護の観点で活
用できない

• 業務フローの策定
• 個人情報の活用に係る法的
根拠等の整理

• 名寄せされたデータを各者業
務に活用

データ
フロー

明確な打ち手が
示されていない



A1-1．能登半島地震の状況と課題

 (4) 避難者把握の現状と課題

44

既存の避難所外避難者把握の方法は、行政コストと補足対象者数がトレードオフとなっている。また、早期かつ継続的な情報
収集には課題が多い。

能登半島地震における避難所外避難者把握の現状

• 被災者自らの情報発信：LINEやコールセンター等を用いて被災者自身が情報登録
• アウトリーチ：義援金申請情報の活用や行政職員の巡回により情報収集

既存の情報収集方法の課題

• 既存の方法では情報収集量と行政コストがトレードオフ
• 両方法ともに情報収集の速度・頻度は課題あり

行政
コスト

補足
量

更新
頻度

補足
速度

〇

〇

被災者自らの
情報発信

アウトリーチ

出典：石川県資料



A1-1．能登半島地震の状況と課題

 (5) 奥能登版デジタルライフラインの全体スコープ

45

能登半島地震を踏まえ、奥能登版デジタルライフラインでは、行政の行き届かない指定避難所外避難者等に焦点を当て、人・
ハブ・物の場所等を把握するための共通の仕組みの実現に向けた先行的整備を全体スコープとする。

※準公共：ここでは生活に密接に関連し公共に準ずる領域において施設運営を担う主体とする

指定避難所

自主避難所

個人の自主的な避難先

✓指定緊急避難場所 （公共・準公共/１次)

災害の危険から命を守るために緊急的に避難する場所

✓指定避難所 （公共・準公共/１次）
被災者が一定期間生活するための施設

✓福祉避難所 （公共・準公共/１次）
高齢者や障害者、医療的ケアを必要とする者等を対象とし
た施設

✓必要に応じて開設される避難所（公共・準公共・民間/1.5

次・２次）

避難指示等発令の際の避難先として指定された避難所

✓ 自然発生した自主避難所 （公共・準公共・民間）

✓ 自主避難所ではない個々の避難先 （個人）

• 小中学校体育館、公民、スポーツ施設等の公共施設
• 高齢者福祉施設、障害者福祉施設
• 協定締結による民間施設（ホテル・旅館等）
• 生涯学習センター等

• 民間、個人宅の納屋、ビニールハウス、お寺等
• 指定避難所以外の公共施設

• 個人所有の住居、自家用車、県内外の親戚宅等

カテゴリ 対象 具体的な施設例

指定避難所以外の公共・準公
共・民間施設

✓ モビリティ・ハブ（コミュニティセンター2.0）
（公共・準公共・民間）

※現段階では計画等との整合性の観点から「モビリティ・ハブ」としているが、必
ずしもモビリティの拠点とはならない点も鑑み、今後名称変更等も検討

• 商業施設（SA/PA、道の駅、総合福祉施設、コンビニ、
スーパー、ドラッグストア等）

• 地域のコミュニティ施設（公民館、コミュニティセンター、集
会所等）

• 公共インフラ施設（河川防災ステーション、変電所、浄水
施設等）

指定避難所から溢れた被災者を可能な限り把握できる仕組みを構築

低

高

把
握
難
度

出典：第2期デジタルライフライン全国総合整備実現会議資料



A1-1．能登半島地震の状況と課題

 (6) 奥能登版デジタルライフラインの取り組み対象

46

奥能登版デジタルライフラインでは、広域災害となるような地震において主に応急期後期～復興期の避難者把握・行政支援の
提供に関する課題の解決を軸として、有事の課題解決を実現するための平時利用も併せて取り組むことを想定。

発災直後は対象外
応急期後期において電力・通信インフラ等が部分的に復旧し、避難者
が指定避難所・自主避難所・自宅等に分散した状況を想定

フェーズ 定義

対象となる災害のフェーズ

広域災害かつ地震災害を想定
ただし、避難所外避難者の発生する災害においては同様に活用可能と
思料

対象となる災害の範囲・種類及び対象者

：特に有効なフェーズ

広域災害をに注力範囲

種類 地震災害をはじめとする避難を
要する災害

平時 • 災害発生前

応急期
(72時間~
約半年)

• 電気・通信等インフラの応急的な復旧を一部実施
• 避難所生活がメイン、後期においては自宅に戻る
避難者も存在

• 国からのPush型物資支援開始

復旧期
(半年~
約1年)

• 電気・通信等インフラの応急的な復旧が完了
• 避難者は避難所から仮設住宅等に移動
• Push型からPull型の物資支援に移行

復興期
(1年~)

• 仮設住宅から新たな住宅に移り住む

発災直後
(発災~
約72時間)

• 電力・通信インフラがダウン
• 自衛隊等が被災者・孤立集落の探索を実施
• 支援物資は未着であり備蓄で対応

対象者
被災地域に留まっている方

(15歳～64歳までの生産年齢人口
層及び高齢者層まで広く想定)*

*本施策（デジタル）と人的リソース投下のハイブリッドにより情報収集をすることを想定
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A1-1．能登半島地震の状況と課題
A1-2．奥能登版デジタルライフライン社会実装想定シナリオ



A1-2．奥能登版デジタルライフライン社会実装想定シナリオ

 (1) 能登半島地震における課題と解決の方向性（案）

48

有事の際の避難者の状況や健康の把握が困難という課題解決のために、住民や自治体の負担を可能な限り縮減し、より効
率的な情報収集の仕組みを構築する必要がある。

must
✓有事の際の避難者の状況および健康把握において、住民や自治体の負担を可能な限り縮減し、より効率
的な情報収集の仕組みを構築する

better
✓同様の仕組みを平時から活用することで、住民の認知向上や習慣化を促し、有事の際にも円滑に対応可能
な仕組みを構築する

能登半島地震における課題

解決の
方向性

✓指定避難所外避難者が多数発生し、基礎自治体のみで
は避難者全体の把握が困難

✓広域被災者DBを構築し、被災者による情報登録や行政
職員の巡回による情報収集などにより、避難者情報の収
集を実施してきたが、情報収集の量・速度・頻度に対し行
政コストが大きく、効率的な仕組みの構築が必要

避難者の把握 健康状態の把握

✓震災により生活環境が大きく変化するなか、外出機会が減
少し、フレイルなどの健康リスクが顕在化

✓特に、指定避難所外避難者の健康状態の把握のため行
政職員や各市町社会福祉協議会職員等の巡回などを
行ったが、行政コストが大きく、効率的に健康把握を行う
仕組みの構築が必要



A1-2．奥能登版デジタルライフライン社会実装想定シナリオ

 (2) 奥能登版デジタルライフライン社会実装モデルのコンセプト(案)

49

指定避難所外避難者の状況を効率的に把握することを目的として、避難者がハブ拠点に来訪した情報を取得し、行政に情報
連携するための仕組み（＝チェックイン）を構築することで、避難者の健康把握や物資、行政情報および避難生活に必要な
環境の提供などの適切かつ効率的な被災者支援に貢献。

現状

アウトリーチ
アプリ等による
避難者からの
情報発信

自宅・自主避難所

広域被災者DB

（広域自治
体）

社会実装モデル（初期）

基礎自治体

アウトリーチ
アプリ等による
避難者からの
情報発信

自宅・自主避難所

広域被災者DB

等
（広域自治体）

基礎自治体

• 広域被災者DBに指定避難所外避難者情報が集まらない
• 避難者情報の活用ができず、適切な行政支援（物資の配布、ベッド等の生活
環境整備、行政情報の提供、健康把握など）を実施することができなかった

• 指定避難所外避難者が利用するハブ拠点と広域被災者DBをつなぐデータ
連携及びチェックインの仕組みを構築

• ハブ拠点を利用した際、チェックイン情報を広域被災者DBに連携することで、
避難者把握におけるコスト・頻度・量・速度を改善し、健康把握等に活用

支援を受ける・
商品/サービスを購入

民間施設
（支援施設、コンビニ、郵便局、

移動販売車等）

支援を受ける・商品/サービス
を購入する際にチェックイン

*1：避難者情報（基本４情報もしくは何らかのID等）、施
設情報（ID、名称、位置等）、タイムスタンプ 等 を想定

チェックイン管理サーバ
※広域自治体による運用を想定

情報が集まらない
適切な支援が
実施できない

情報の量・頻度・速度及び
行政コスト面で課題

様々なハブ拠点の
チェックイン情報*1を共有

民間施設
（支援施設、コンビニ、郵便局、

移動販売車等）

適切な支援を提供
（支援が必要な避難者の
把握や健康状態の把握、ま
たその情報に応じた過不足の
ない物資や情報の提供）



A1-2．奥能登版デジタルライフライン社会実装想定シナリオ

 (3) チェックインシステム側で収集・提供する情報（案）

50

チェックインシステムで収集・管理する情報は、識別子（及び識別子に紐づく基本４情報）、タイムスタンプ、ロケーション情報
を想定しており、個人情報保護の観点から強固なセキュリティ環境で管理する必要がある。

チェックインシステム

データ連携基盤

広域被災者DB／被災者台帳等

チェックインシステム側で管理・送信するデータ

識別子（いしかわID等）

基本4情報

氏名

住所

生年月日

性別

タイムスタンプ
（チェックイン年／日／時／分）

ロケーション情報
（チェックイン場所情報）

1

2

3

ハブ

チェックインデータ

平時ユースケース
（見守り・地域ポイント等）

識別子
平時

有事

✓ チェックインシステ
ム経由で収集す
る情報は、

① 識別子（及び識
別子に紐づく基
本4情報）、

② タイムスタンプ、
③ ロケーション情報

の３つのみに限
定し、システム負
荷を最小化

✓ 識別子（及び識
別子に紐づく基
本４情報）を
キーとして、
県データ連携基
盤を介して他サー
ビスと連携*

チェックインシステムにおいて収集・連携するデータ



A1-2．奥能登版デジタルライフライン社会実装想定シナリオ

 (4) 社会実装モデルへの要求事項（例）
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有事に広域被災者DBに情報連携を行い、住民の状況や健康状態の把握に繋げることを社会実装モデルに求める「Must」の
要求事項として整理。

人
の
状
況
把
握
・
健
康
把
握
が
困
難

解決すべき課題

• 災害時に関連システムに情報を取り込み、
各基礎自治体が活用できる仕組みがな
い

• 発災後からの対応では適切な住民データ
の登録・管理が困難

• 住民がチェックインを利用するためのインセ
ンティブが不足

• 行政職員が適時適切な情報を取得し、
指定避難所外避難者の状況把握を行う
ことが困難

• チェックインに必要なデバイス(Suica等)の
普及が困難

• 発災後からの対応ではチェックイン情報の
管理が困難

• データ取得までの負担やタイムラグが大き
い

• 被災者の自発的な情報登録には限界
（能登半島地震での情報登録率
10％）

• ハブ運営者側のオペレーション負担等の調
整や住民の習慣化が困難

• 仮設住宅での生活を余儀なくされる等、
生活環境が大きく変化し、フレイルなどの
健康リスクが顕在化

社会実装モデルに求める要求事項

✓ 有事の際に指定避難所外避難者の状況や健康をスムーズに把握する

✓ 可能な限り多くのハブで住民のチェックインを可能とするために、地域で既に普及して
いるツールを活用した住民が利用しやすい仕組みや、ハブ運営者が導入・運用し
やすい簡易かつ横展開可能な仕組みを構築する

✓ 本人認証済のアカウント情報やそれに紐づくチェックイン情報を管理するため、個人
情報を取り扱うことが可能な高度なセキュリティが担保された環境を構築する

✓ 有事の際に広域自治体や各基礎自治体が住民の状況や健康状態を把握するた
めに、広域被災者DBにリアルタイムに情報を連携し、参照できる仕組みを構築す
る

✓ 行政職員が住民の状況を把握し適宜関係者への情報提供や住民の健康把握に
活用するために、必要な情報を参照・出力できる環境を構築する

✓ 住民向けの行政サービスを実施するために、住民が自身のチェックイン情報を活用で
きる仕組みを構築する

取得

連携

参照・出力

管理
(セキュリティ)

利活用

構築

✓ 平時から住民登録のない住民も含めた地域住民の状況をチェックインによって把握
する

must

better

must

must

must

better

優先度

better

✓ 有事の際に広域自治体や各基礎自治体が住民の状況や健康状態を把握するた
めに、必要なシステム（被災者生活再建支援システムなど）にリアルタイムに情報を
連携し、参照できる仕組みを構築する

better



A1-2．奥能登版デジタルライフライン社会実装想定シナリオ

 (5) 有事ユースケース（例）
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チェックインシステムを活用した有事のユースケースとして、「住民の状況把握」および「住民の健康把握」を想定。

住民の状況把握１ 住民の健康把握２

概要

フェーズ
フリーにより
期待される
効果

✓ チェックインによる指定避難所外避難者の把握

災害時の行動状況把握
• 入浴などの生活必需サービス利用時や物資の受取時などにおいて住民
にチェックインしてもらうことで指定避難所外避難者の行動等の状況につ
いて把握

✓ 平時から同じ仕組みを利用することで住民の理解が進み、有事の際も混乱
が起きにくい円滑な受入れ等が可能となる

✓ 一定期間チェックインが確認できない住民の健康把握

災害時の健康見守り
• 災害発生時において一定期間のチェックインが確認できない人の把握お
よびその情報に基づいた健康状態確認

• 一定期間チェックインが確認できない住民への訪問と健康状態の見守り

利用者
・利用方法

① 入浴などの生活必需サービス利用時や物資の受取時などにおいて住
民がチェックイン（スマホでチェックイン用QRコード等読取）※無料入
浴支援の場合はリストが必要

② チェックイン情報を行政職員が広域被災者データベースシステム上で
住民の状況を把握

① 一定期間チェックインが確認できない住民を行政職員が広域被災
者データベースシステム上で確認し、リストアップ

② 行政職員がリストを市町社会福祉協議会職員等に共有

③ 行政職員や市町社会福祉協議会職員等がリストアップした住民への
訪問と実際の健康状態の確認

✓ 平時から活用する地域ポイントを有事（復興期）についても健康ポイントと
して活用し、外出意欲を喚起することでフレイル予防に繋がる

想定
利用時期

応急期初期～ 応急期中期～復興期



A1-2．奥能登版デジタルライフライン社会実装想定シナリオ

 (6) 有事におけるチェックインのイメージ（例）
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被災者が身近な施設を訪れ、支援(救援物資の受取り、温浴施設利用等)を受ける際に、施設管理者から提示されるQRコー
ドをスマートフォンのカメラで読み取り往訪情報を登録。行政による住民状況把握や健康見守りをより効率化に実施可能とし、
被災者支援の充実につなげる。

都市的地域 中山間地域等

サービス体験イメージ

住
民

行
政

✓ 簡単な操作でチェックイン情報が連携され、
支援内容の充実に繋がる

✓ 以下2点を効率的に実施

➢ 住民状況の把握：
避難所外避難者の位置、行動を把握

➢ 災害時の健康見守り：
一定期間チェックインがない（＝支援利用がない）住
民を特定し、民生委員・社会福祉協議会職員等によ
る往訪を実施

＝ハブ拠点

• 住民の状況把握
• 一定期間支援利用がない住民の抽出

✓ QRコードの掲示のみ
であり負担ゼロ

施設管理事業者

複合施設
（温浴施設
等）

小売店舗 公民館・
道の駅等

携帯電話
ショップ

公民館・
道の駅等

• 支援と併せてチェック
イン情報を共有

• チェックイン情報を
行政側に連携

• チェックイン状況に応じて、社会福祉協
議会職員等が往訪し、
健康状態を把握／必要な支援を実施

広域被災者
DB



A1-2．奥能登版デジタルライフライン社会実装想定シナリオ

 (7) 平時ユースケース（例）
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チェックインシステムを活用した平時のユースケースとして例えば以下の3つを想定。

見守り１ 地域ポイント・通貨２ 市民情報発信(居所情報等)３

✓ チェックイン情報の通知による見守り ✓ チェックインによる地域ポイント獲得 ✓ チェックインシステムを活用した情報共有

子どもの見守り
➢ こどもの登下校時にスクールバスや学童施設、
まちなかの施設等に立ち寄った際にチェックイン
した情報を家族へ通知

高齢者の見守り
• 高齢者等の外出時、一定時間連絡が取れ
ないなどの場合に、直近のチェックイン情報を
家族へ通知

地域ポイント獲得・料金割引
• 公民館やスーパー・コンビニ等の施設または公
共交通等利用時にチェックインすることで地域
ポイントを獲得または利用料金割引

健康ポイント獲得
• 高齢者等のフレイル予防につながる外出促進
を目的とした外出先施設等におけるチェックイ
ンによる地域ポイント獲得

市民情報発信機能による意見収集
• チェックインシステムを活用した市民情報発信
による居住地域などに関する意見の収集

概要

利用者
・利用方法

① 住民が見守り対象となる子どもや高齢者の
チェックインアカウントと見守り通知を受信す
るメールアドレス等を事前登録

② 子どもや高齢者がチェックインすることにより、
家族がチェックイン情報をスマホ等で受信し、
確認

① 住民がサービス利用時や外出時に施設の
チェックイン用QRコード等をスマホで読み取
る

② チェックイン完了次第、住民がポイントを獲
得し、利用

① 住民が各自治体公式LINE等のリッチメ
ニューから市民情報発信を選択

② 市民情報発信フォームから回答

フェーズ
フリーにより
期待される
効果

✓ 平時から見守り通知を活用することにより習慣
化され、有事の際の迅速な健康把握に繋がる

✓ 有事に健康ポイントとして活用し外出意欲を喚
起することによりフレイル予防に繋がる

✓ チェックイン情報に加えて、有事に居所情報等を
収集することでより緻密な住民の状況把握に繋
がる



A1-2．奥能登版デジタルライフライン社会実装想定シナリオ

 (8) 平時ユースケースイメージ（例）
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平時・有事で共通の簡易なチェックインの仕組みを活用して、個人の行動情報や居所情報を把握し、フェーズフリーで地域住
民へサービスを提供。

平時の利用イメージ 有事の利用イメージ

Point

来訪・利用により
健康/地域ポイント獲得

チェックイン情報
を家族に通知

スマホでQRコード
/NFCタグ読取

市民情報発信
入力

災害時の居所情報
・必要物資登録

見守り

地域ポイント/通
貨

市民情報発信
(居所情報等)

健康ポイントを活用したフレイル予防

共通の簡易なチェックインの仕組みでフェーズフリーにサービスを提供

高齢者やこども

Point

直近のチェックイン
記録なし 健康状態確認

市民情報発信
フォーム

NFC
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